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(57) Abstract: A pipe connecting device o f the type using an inner ring i s provided which, through further review of the structure,< has been improved so as t o allow more repeated use than conventionally possiole even while maintaining good seal performance.
This pipe connecting device i s provided with: an inner ring (3) which has an inner ring (3) comprising an inner peripheral part (3w)
and an outer peripheral part (3G) which has a tapered outer peripheral expanded surface (3a) which i s press-fitted into and expands
the end (4C) o f a tube (4); a pipe fitting main body (1) which has a cylindrical screw part (1A) with a male screw (7) attached; and a
union nut (2) having a female screw (13) that screws onto the male screw (7). The inner ring (3) provided with the tube (4) i s inser
ted into the cylindrical screw part (1A), and the tapered outer peripheral expanded surface (3a) i s pressed by a pressing portion (12b)
of the union nut (2) with the tube (4) interposed therebetween, wherein the pressing portion (12b) o f the union nut (2) that presses
the tube (4) between the tapered outer peripheral expanded surface (3a) i s formed as an inclined inner peripheral surface which, rel -
ative to the axis (Y) of the cylindrical screw part (1A), i s inclined m the same direction as the tapered outer peripheral expanded sur
face (3a).

(57) 要 約 ：
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(BF, BJ, CF, CG, CI, CM, GA, GN, GQ, GW, KM, ML, 添付公開書類：
MR, NE, SN, TD, TG). 一 国際調査報告 （条約第 2 1 条(3 ) )

ィ ンナ一 リング を用 い るタイ プにおいて、更 な る構造見直 しに よ リ、良好 なシール性能 を維持 しなが
らも、従来 よ り多 くの繰 り返 し使 用が可能 とな るよ うに改善 され る管接続装置 を提供 す る。 チ ュー ブ
4 の端部 4 C を圧入 して拡径 させ る先窄 ま りの外周拡径面 3 a を有す る外周部 3 G 、及び 内周部 3 w を
有す るイ ンナ一 リング 3 と、雄 ネ ジ 7 付 の筒状螺合部 1 A を持 つ管継 手本体 1 と、雄 ネ ジ 7 に螺合す る
雌 ネ ジ 1 3 を持 つユ ニオ ンナ ッ ト2 とを備 え、チ ュー ブ 4 を備 えたイ ンナー リング 3 が筒状螺合部 1 A
内に挿 入 され 、かつ、ユ ニオ ンナ ッ ト2 の押圧部 1 2 b に よってチ ュー ブ 4 を介 して先窄 ま りの外周拡
径面 3 a が押付 け られ る管接続装置 において、先 窄ま りの外周拡径面 3 a との 間でチ ュー ブ 4 を押付 け
るユニオ ンナ ツ ト2 の押圧部 1 2 b は、筒状螺合部 1 A の軸心 Y に関 して先窄 ま りの外周拡径 面 3 a と
互 いに同 じ方 向に傾 く傾斜 内周面 に形成 され る。



明 細 書

発 明の名称 ：管接続装 置

技術分野

[0001 ] 本発 明 は、 イ ンナ一 リングを用 い るタイ プの管接 続装 置 に係 り、 詳 しくは

、 半導 体製 造 や 医療 医薬 品製 造、食 品加 工、 化学 工業 等 の各種技術 分野 の

製 造工程 で取 り扱 わ れ る高純度液 や超 純水 の配管 に好適 な管接 続装 置 に関 す

る ものであ る。

背景技術

[0002] イ ンナ一 リングを用 いた管接 続装 置 は、 外周 に雄 ね じが形成 された状 態 で

管継手 本体又 は流 体機 器 か ら突設 され る筒状螺合部 と、径 外側 に隆起 した環

状 大径部 を有 す るシール 用 の イ ンナ一 リング と、雄 ね じに螺合 す る雌 ね じが

形成 されたユニオ ンナ ツ 卜とを有 して構成 されて お り、例 えば特 許 文献 1 に

おいて開示 された ものが知 られて い る。

この特 許 文献 1 に示 され る もので は、 外周 に雄 ね じが形成 された状 態 で管

継手 本体 に設 け られた筒状螺合部 と、 内周部 が流 体流 通路 とされ径 外側 に環

状 大径部 が隆起 した管 固定用 の ィ ンナ一 リング と、前 記雄 ね じに螺合 す る雌

ね じが形成 されたユニオ ンナ ツ 卜とを備 えて い る。

[0003] 前 述 の管接 続装 置 において、管継手 本体 にチ ュー ブを接 続 す るには、 まず

イ ンナ一 リングをチ ュー ブの開放 口か らチ ュー プの端部 内 に圧 入 して環状 大

径部 によ りチ ュー ブの端部 を拡径 変形 させ る。 次 に、 この拡径 変形 させ た ィ

ンナ一 リング付 きのチ ュー プを筒状螺合部 内 に揷 入 す る。

次 いで、前 記 ユニオ ンナ ツ 卜の雌 ね じを筒状螺合部 の雄 ね じに螺合 す る。

そ して、 ユニオ ンナ ッ トを締 め込 んで螺 進 させ、 この螺 進 によ りユニオ ンナ

ッ 卜で、 イ ンナ一 リング付 きのチ ュー ブを軸心 方 向 に押 し付 ける ことによ り

、 チ ュー ブの接 続 を行 うものであ る。

[0004] 前 述 の よ うな管接 続装 置 において は、 ユニオ ンナ ッ トを締付 けて、 その尖

つた箇 所 であ るシール 用押 圧部 （特 許 文献 1 の押 圧 ェ ッジ 3 C を参 照 ） でチ



ュ一プの拡径部を凹むほどに軸心方向に強 く押付けることでシールさせよう

、という考えに基づいた手段であった。

即ち、シール性能やチューブの抜けに対する安全性確保の為には、工具を

用いての強い締付作業が必要であり、そのため、作業者の負担が大きく、峡

所での作業が困難、作業ばらつきが生 じるなどのやり難さがあり、場合によ

つては締付け不足によつて性能に影響が出るおそれがあつた。

[0005] また、強い締付けによる強い応力が各部に加わり変形が大きくなるので、

長期間の使用や高温での使用における緩みが生 じることを防止するため、増

し締めが行われることもある。そ して、部品交換やメンテナンスなどに伴つ

て取 り外 しや再施工を行う場合には、前回よりもさらに締め込む必要がある

。従って、従来の管接続装置では、締込み位置や使用回数に制限を設けるこ

とが多いとか、頻繁に取 り外 しを行うような場所では、すぐに部品交換する

必要があるなど、繰 り返 しの使用に関 しては改善の余地が残されているもの

であった。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開平 1 0 —0 5 4 4 8 9 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 本発明の目的は、インナ一リングを用いるタイプのものにおいて、今一度

構造を見直すことにより、良好なシール性能を維持 しながらも、従来より多

くの繰 り返 し使用が可能となるように改善される管接続装置を提供する点に

ある。

課題を解決するための手段

[0008] 請求項 1 に係る発明は、先端から流体移送用チューブ4 の端部 4 C 内に圧

入させてそのチューブ4 の端部 4 C の内周部を拡径させる先窄まりの外周拡

径面 3 a が先端に形成された外周部 3 G と、流体移送用流路を構成する内周



部 3 w とを有 するインナ一 リング 3 と、

外周側 に雄 ネジ 7 が形成 された筒状螺合部 1 A を有 する管継手本体 1 又 は

流体機器 1 と、

前記筒状螺合部 1 A の雄 ネジ 7 に螺合 する雌 ネジ 1 3 が形成 されたュニォ

ンナ ツ 卜2 とを備 え、

前記 インナ一 リング 3 は、前記チ ュー ブ 4 の端部 4 C の内周部 を拡径 させ

た状態で前記筒状螺合部 1 A 内に挿入 され、 かつ、前記外周拡径面 3 a は、

前記筒状螺合部 1 A の雄 ネジ 7 に螺合 されるユニオ ンナ ツ 卜2 に前記チ ュ一

プ 4 を挟 んだ状態で押 し付 け られる管接続装置 において、

前記ユニオ ンナ ツ 卜2 における前記外周拡径面 3 a との間で前記チ ュー ブ

4 を押付 ける押圧部 1 2 b は、前記筒状螺合部 1 A の軸心 Y に関 して前記外

周拡径面 3 a と互 いに同 じ方向に傾 く傾斜 内周面 に形成 されていることを特

徴 とするものである。

[0009] 請求項 2 に係 る発 明は、請求項 1 に記載 の管接続装置 において、

前記外周拡径面 3 a は、前記拡径 させ るチ ュー ブ 4 の端部 4 C の内周部 の

うち最大 に拡径 される部分 を最大 に拡径 するのみの状態 と して、 その時 に現

れるチ ュー ブの端部 4 C の内周部 の 自然な先窄 ま りの内周拡径面 4 じ よ り も

大径 で、 かつ、 凸曲面 となる状態 に形成 されていることを特徴 とするもので

ある。

[001 0] 請求項 3 に係 る発 明は、請求項 1 に記載 の管接続装置 において、

前記傾斜 内周面 1 2 b の前記軸心 Y に対する角度 は、前記外周拡径面 3

a の前記軸心 Y に対する角度 よ りも大 に設定 されていることを特徴 とする

ものである。

[001 1] 請求項 4 に係 る発 明は、請求項 1 に記載 の管接続装置 において、前記押圧

部 1 2 b の最小径 r は、前記外周拡径面 3 a と前記チ ュー ブ 4 との圧入嵌合

部分 M の最小径 n と同等又 はそれよ りも大 に設定 されていることを特徴 とす

るものである。

[001 2] 請求項 5 に係 る発 明は、請求項 1 に記載 の管接続装置 において、



前記ィンナ一 リング 3 の基端側に形成されるシール要素部 y と、前記管継

手本体 1 又は流体機器 1 に設けられるシール構成部 k との圧接による奥シ一

ル部 S 2 ，S 3 が形成可能に構成されていることを特徴 とするものである。

発明の効果

[001 3] 請求項 1 の発明によれば、ユニオンナッ トの回 し込みによる締付 （螺進）

により、その押圧部は、チューブの端部における外周拡径面に外嵌されてい

る部分を軸心方向に押付けるようになるが、押圧部は、外周拡径面と互いに

同 じ方向に傾 く傾斜内周面であって、広い面でチューブを押す構成となる。

これは、尖った角部でもって局部的に押付ける従来構成のものに比べて、チ

ュ一プを押す圧力 （面圧）を明確に減少させることができ、従って、クリ一

プ現象を小さくすることができる。

[0014] ィンナ一 リングに強制外嵌されているチューブを管継手本体に内嵌させる

構造の管接続装置においては、もともと良好なシール性を備えているので、

ユニオンナツ 卜の押圧部を尖 らせてチューブに食込ませるようにして押付け

る従来構成と、傾斜内周面の広い面でもってチュ一プを全体的に押付ける本

願構成とには、明確なシール性の差が付かないことが分ってきた。故に、応

力集中を避けて面圧を下げる工夫を凝 らした本願請求項 1 の構成によれば、

チューブの変形やクリープを軽減させることが可能になるので、繰 り返 し使

用の回数を明確に増すことも可能になる。

[001 5] その結果、インナ一 リングを用いるタイプのものにおいて、今一度構造を

見直すことにより、良好なシール性能を維持 しながらも、従来より多 くの繰

り返 し使用が可能となり、長寿命化が図れるように改善される管接続装置を

提供することができる。

[001 6] 請求項 2 の発明によれば、詳 しくは実施形態の項にて述べるが、インナ一

リングの外周拡径面の広い範囲にわたりチューブの内周部と接触することに

なり、インナ一 リングの外周拡径面とチューブの内周部との間に外周拡径面

の全面に及ぶほどの幅広い圧接部を形成することができる。

つまり、インナ一 リングの外周拡径面とチュープの端部とがユニオンナツ



卜の締付以前において既に密着 しているので、ユニオンナツ 卜による押圧力

を従来より小さくしても、十分なシール性能及びチューブの抜止め性能とが

得 られるので、押付けによるチュープ端部の変形を最小限にすることができ

、請求項 1 の発明による前記効果を強化可能となる。

[001 7] 請求項 3 の発明によれば、傾斜内周面の軸心に対する角度が、外周拡径面

の軸心に対する角度よりも大に設定されているので、ィンナ一 リングの先窄

まりの外周拡径面に外嵌されているチュ一プにおける傾斜内周面 （押圧部）

で押される部分は、軸心方向で管継手本体側と反対側に寄るほどチュ一プの

厚み方向に関する圧縮量が増すようになる。

このチュープの圧縮量が小径側ほど大になることによつて楔作用が生 じ、

チューブの抜け止め効果をより強化することが可能になる。

[001 8] 請求項 4 の発明によれば、傾斜内周面の最小径は、外周拡径面とチューブ

との圧入嵌合部分の最小径と同等又はそれよりも大に設定されているので、

外周拡径面とチュープ端部とが密着 していない部分をユニオンナッ トで押す

無駄が省けるようになり、余計な押圧力を加えることがなく、効率良 くュニ

オンナツ 卜の締付けによる螺進が行えるようになる。

従って、従来よりもユニオンナッ トを軽 く締付けることがき、作業性の向

上が可能となる。

[001 9] 請求項 5 の発明によれば、インナ一 リングの基端側に形成されるシール要

素部と、管継手本体に設けられるシール構成部との圧接による奥シール部を

形成可能であるから、奥シール部によってシール性能は十分に備わつたもの

となる。その結果、押圧部でチュ一プを押付ける部分の構成においては、チ

ュ一プの抜け止めにより焦点を当てた設計が可能になるとか、よりシール性

が増すといった効果も得ることができる。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図1]締付状態における管接続装置を示す要部の断面図 （実施形態 1 )

[ 図2] インナー リングを示す一部切欠きの側面図

[ 図3] ユニオンナツ 卜を示す一部切欠きの側面図



[ 図 4 ] 管 継 手 本 体 を示 す一部 切 欠 きの側 面 図

[ 図 5] 別 構 造 の管 接 続装 置 を示 す要部 の断面 図 （実施 形 態 2 )

[ 図 6] ( a ) は イ ンナ 一 リングの最 大径 部 分 と同径 に形 成 した 円柱 を用 いて チ

ュ一プの端 部 を拡 径 変形 させ、 そ こに現 れ るチ ュ一プの端 部 の 内周部 の 自然

な 窄 ま りの 内周拡 径 面 の状 態 を示 す断面 図、 （b ) は イ ンナ 一 リングの先 窄

ま りの外周拡 径 面 をチ ュー プの端 部 内 に圧 入 して拡 径 変形 させ た時 の拡 大 断

面 図

[ 図 7] 第 1 シール部 の要部 を示 す拡 大 断面 図

発明を実施 するための形態

[0021 ] 以 下、 本発 明 の管 接 続装 置 にお け る実施 の形 態 を、 図面 を参 照 しな が ら説

明 す る。 な お、 図 1 ， 5 に示 す組 付 状 態 の管 接 続装 置 A にお いて は、 管 継 手

本 体 1 の軸 心 Y と、 ユ ニオ ンナ ッ ト2 の軸 心 Q と、 イ ンナ 一 リング 3 の軸 心

口と、 チ ュー ブ 4 の軸 心 X との 四者 は、 一 直線 に並ぶ 互 い に同一 の もの （軸

心 γ = 軸 心 Q = 軸 心 P = 軸 心 X ) と して描 いて あ る。

また、 本 明細 書 で は、 管 継 手 本 体 1 、 ユ ニオ ンナ ッ ト2 、 イ ンナ 一 リング

3 、 及 び チ ュー ブ 4 の各 部 品 にお いて 「先端 側 」 や 「先端 」 とは、 図 1 ， 5

な どにお いて、 チ ュー ブ 4 が管 継 手 本 体 1 か ら軸 心 Y 方 向 で離 れ る側 （又 は

方 向） を指 し、 「基 端 側 」 や 「基 端 」 とは、 チ ュー ブ 4 が管 継 手 本 体 1 に軸

心 Y 方 向 で近付 く側 （又 は方 向） を指 す と定義 す る。

[0022] 〔実施 形 態 1 〕

管 接 続装 置 A は、 図 1 に示 す よ うに、 チ ュー ブ ど う しを接 続 す る管 継 手 よ

りな り、 管 継 手 本 体 1 と、 ユ ニオ ンナ ッ ト2 と、 イ ンナ 一 リング 3 とを有 し

、 イ ンナ 一 リング本 体 3 A をチ ュー ブ 4 の端 部 4 C 内 に圧 入 させ た状 態 で チ

ュ一 プ 4 を連 通接 続 す る もの で あ る。 管 継 手 本 体 1 、 ユ ニオ ンナ ッ ト2 、 ィ

ンナ 一 リング 3 、 チ ュー ブ 4 は いず れ も耐熱 、 耐 薬 品性 に優 れ る フ ッ素樹 脂

(例 ：P T F E ， P F A ， E T F E ， C T F E ， E C T F E な ど）等 の樹 脂

製 で あ る。 な お、 管 継 手 本 体 1 、 イ ンナ 一 リング 3 、 チ ュー ブ 4 が前 記 の フ

ッ素樹 脂 で構 成 され る と き、 ユ ニオ ンナ ッ ト2 にお いて は、 ポ リア ミ ド、 ポ



リプロピレン、ポ リエチレンなどの樹脂で形成 してもよい。また、管継手本

体 1、ユニオンナット2 、インナ一リング3 、チューブ4 のすベてをポ リア

ミ ド、ポ リプロピレン、ポ リエチレンなどの

樹脂で形成することもできる。

[0023] 管継手本体 1 は、図 1 ，図4 に示すように、筒状の胴部 1 C と、その軸心

Y 方向の先端側に設けた筒状螺合部 1 A と、筒状螺合部 1 A の基端側の径内

側に形成された小径筒部 1 a と、内部流路 6 w を構成する内周面 6 とを有す

る筒状構造のものである。図示は省略するが、例えば、胴部 1 C の基端側に

も筒状螺合部 1 A 及び小径筒部 1 a を有 して、軸心方向において対称となる

形状の部品に形成されている。

筒状螺合部 1 A には、その先端部外周から基端側に向けて雄ね じ7 が形成

され、その先端部内周に先拡がりの内周面 8 が形成され、この内周面 8 の基

端側に径一定で直線状の内周面 9 が形成されている。

小径筒部 1 a の径外側には、径一定で直線状の外周面 1 0 が形成されてい

る。小径筒部 1 a の径内側における先端部には、小径筒部 1 a の先端に近付

くに連れて径が次第に大きくなる先拡がり状の傾斜内周面 5 が形成されてい

る。

また、この小径筒部 1 a の外周面 1 0 と筒状螺合部 1 A の内周面 9 との間

には筒状の環状溝mが形成されている。

[0024] ユニオンナット2 は、図 1 ，図 3 に示すように、樹脂製ナットよりなり、

その内周部に、筒状螺合部 1 A の雄ね じ7 に螺合する雌ね じ1 3 と、この雌

ね じ1 3 よりも先端側に位置 して径内側に張り出す環状の鍔部 1 2 とを有す

る。

鍔部 1 2 の内径部分は、チューブ4 が揷通できるようにチューブ4 の外径

より若干大きい径の内周面 1 2 a に設定されている。鍔部 1 2 の基端側は、

インナ一リング本体 3 A を圧入 したチューブ4 の端部 4 C の先端側外周面を

、ユニオンナット2 の軸心Q方向に押す押圧部 1 2 b として構成されている

。なお、鍔部 1 2 の外周には、軸心Q方向視でほぼ六角形を呈 してスパナ （



レンチ）掛けできるようにするために、カット状の平面部 2 a が 6箇所形成

されている。

[0025] 押圧部 1 2 b は、軸心Q方向で雌ね じ1 3 側に （基端側に）近付 くほど径

が大となるように基拡がりする傾斜内周面に形成されている。詳 しく言うと

、インナ一リング3 の外周拡径面 3 a との間でチューブ4 を挟み込んで押付

けるユニオンナット2 の押圧部 1 2 b は、軸心Qに関 して外周拡径面 3 a と

互いに同じ方向に傾 く傾斜内周面に形成されている。

しか して、雌ね じ1 3 を筒状螺合部 1 A の雄ね じ7 に螺合させてユニオン

ナット2 が螺進されることにより、押圧部 1 2 b がチュープ4 の端部 4 C の

先端側外周面を軸心Q方向に押 し付けていくことになる。なお、鍔部 1 2 の

内周面 1 2 a は内径を一定にしているが、雌ね じ1 3 から遠ざかるほど内径

が漸次拡大するテ一パ内周面に形成 してもよい。

[0026] インナ一リング3 は、図 1 ，図 2 に示すように、チューブ4 の開放口から

チューブ4 の端部 4 C 内に圧入されるインナ一リング本体 3 A と、このィン

ナ一リング本体 3 A の基端側にチューブ4 の開放口から突出する嵌合筒部 3

B とを有 して軸心 P を持つ筒状体に構成されている。インナ一リング本体 3

A と嵌合筒部 3 B の各内周部 3 w は径一定に形成され、流体流通路を構成 し

ている。

インナ一リング本体 3 A の外周部 3 G における先端側には拡径部分 3 f が

形成され、この拡径部分 3 f の先端側に先窄まりの外周拡径面 3 a が形成さ

れている。拡径部分 3 f の基端側には、基端側に進むほど径が小さくなる基

窄まりの外周部 3 c が形成されており、この基窄まりの外周部 3 c と先窄ま

りの外周拡径面 3 a との間には、径の最も大きい部分である最大径部分 3 b

が形成されている。そ して、基窄まりの外周部 3 c の基端側には、外径が一

定の胴外周部 （胴外周面） 3 d が形成されている。

[0027] 本願の図面においては、インナ一リング3 の最大径部分 3 b が、軸心 P方

向に一定の長さを備えた構造として記載されているが、最大径部分 3 b が直

ちに先窄まりの外周拡径面 3 a 及び基窄まりの外周部 3 c に変化する境界に



対応する構造であっても技術的に差 し支えは無い。

[0028] 拡径部分 3 f の先窄まりの外周拡径面 3 a は、全体が径方向で外側に凸と

なる凸曲面に形成され、この先窄まりの外周拡径面 3 a の基端側に最大径部

分 3 b が形成され、先窄まりの外周拡径面 3 a と最大径部分 3 b とがチュー

プ4 の端部 4 C 内に圧入されることで、チューブ4 の端部 4 C が拡径変形さ

れるものである。

また、先窄まりの外周拡径面 3 a の先端部には、ィンナ一リング本体 3 A

の軸心 Pの基端側に進むほど径が小さくなる基窄まり力ッ卜状の変形防止部

6 が形成されている。この変形防止部 1 6 によって、先窄まりの外周拡径

面 3 a がチュープ4 の端部 4 C 内に圧入された後、拡径部分 3 f の先端部が

径内方向 （流体流通路側）に縮径変形 して突出することを、実質的に抑制又

は防止することが可能とされている。また、変形防止部 1 6 により、流体の

流れの勢いや速さで外周拡径面 3 a の先端側がさらに径内方向 （流体流通路

側）に変形 して突出するのも防止又は抑制可能である。

[0029] 嵌合筒部 3 B には、管継手本体 1 の環状溝mに圧入される突出円筒部 1 4

と、この突出円筒部 1 4 の径内側に位置 して傾斜外周面 1 1 を備える環状小

突起部 1 5 とが形成されている。環状小突起部 1 5 の基端部には、インナ一

リング本体 3 A の軸心 Pの先端側に進むほど径が小さくなる先窄まりカット

状の変形防止部 1 7 が形成されている。この変形防止部 1 7 によって、環状

小突起部 1 5 の基端側部分が径内方向 （流体流通路側）に変形 して突出する

ことが防止可能とされている。

環状小突起部 1 5 における基窄まり状の傾斜外周面 1 1 と突出円筒部 1 4

の内周面 1 4 a との間は、基拡がりする環状の窪みに形成されていて、この

窪みに管継手本体 1 の小径筒部 1 a の先端部が嵌入され、この嵌入によって

環状小突起部 1 5 の傾斜外周面 1 1 と小径筒部 1 a の傾斜内周面 5 とが当接

する構成とされている。

[0030] チューブ4 は、図 1 に示すように、その基端部である端部 4 C がインナ一

リング本体 3 A に圧入外嵌されている。それにより、先窄まりの外周拡径面



3 a に圧接 される先窄まりの圧接部 4 a と、最大径部分 3 b に圧接 される最

大拡径圧接部 4 匕と、基窄まりの外周部 3 c に圧接 される先拡が りの圧接部

4 c と、胴外周部 3 d に圧接 される胴圧接部 4 d とが端部 4 Cに形成 されてい

る。

チューブ4 がィンナ一 リング 3 に圧入されている状態 においては、チュー

プ4 の内周面 4 A で構成 される内部流路 4 w の径 と、 インナ一 リング 3 の流

体流通路 を構成する内周部 3 w の径 と、管継手本体 1 の内部流路 6 w を構成

する内周面 6 の径 とは、それぞれ互いに同径であ って面一状 に設定されてい

るが、その限 りでな くても良い。

[0031 ] チ ューブ4 は、その端部 4 C 内にインナ一 リング本体 3 A を圧入 した後、

管継手本体 1 内に挿入 して装備 される。そ して、図 1 に示すように、ュニォ

ンナ ツ 卜2 の雌ね じ 1 3 を管継手本体 1 の筒状螺合部 1 A の雄ね じ7 に螺合

させて締付方向に回す ことによ り、ユニオ ンナ ッ ト2 が軸心 Y (図 3 の軸心

Q ) に沿 って基端側方向に螺進 し、ユニオ ンナ ッ ト2 の押圧部 1 2 b がチュ

ープ4 の端部 4 C の先端側外周面 （先窄まりの圧接部 4 a の外周面）を軸心

Y (図 3 の軸心 Q ) 方向に押 し付 ける。

この押 し付 けによって、 インナ一 リング 3 の突出円筒部 1 4 が管継手本体

1 の環状溝 m に圧入され、 また、 インナ一 リング 3 の傾斜外周面 1 1 が管継

手本体 1 の傾斜内周面 5 に当接 して圧接 される。

[0032] 前述のように、 インナ一 リング 3 付 きのチューブ4 が管接続装置 A に挿入

されて接続 されると、次の第 1 シール部 S 1 〜第 3 シール部 S 3 が構成 され

る。

すなわち、第 1 シール部 S 1 は、チューブ4 の先窄まりの圧接部 4 a とィ

ンナ一 リング本体 3 A の先窄まりの外周拡径面 3 a との圧接、チューブ4 の

最大拡径圧接部 4 b とインナ一 リング本体 3 A の最大径部分 3 b との圧接、

チューブ4 の先拡が りの圧接部 4 c とインナ一 リング本体 3 A の基窄まりの

外周部 3 c との圧接、 さ らにチューブ4 の胴圧接部 4 d とインナ一 リング本

体 3 A の胴外周部 3 d との圧接 によって構成 されるシール部である。



[0033] 第 2 シール部 S 2 は、インナ一リング3 の嵌合筒部 3 B の外周面と管継手

本体 1 の筒状螺合部 1 A における基端側の内周面 9 との圧接、さらに、嵌合

筒部 3 B の内周面、具体的には突出円筒部 1 4 (シール要素部 y の一例）の

内周面 1 4 a と管継手本体 1 の小径筒部 1 a (シール構成部 k の一例）の外

周面 1 0 との圧接によって構成されるシール部である。

第 3 シール部 S 3 は、インナ一リング3 の環状小突起部 1 5 (シール要素

部 y の一例）における傾斜外周面 1 1 と、管継手本体 1 の小径筒部 1 a にお

ける傾斜内周面 5 とが軸心 Y 方向で互いに押されての圧接によって構成され

るシール部である。

[0034] これら第 1 シール部 S 1 〜第 3 シール部 S 3 が構成されることにより、チ

ュ一プ4 内 . ィンナ一リング3 内 管継手本体 1 内を流れる流体は、チュー

プ4 とインナ一リング3 との接合面又はィンナ一リング3 と管継手本体 1 と

の接合面に浸入することに起因 して、管継手本体 1 の筒状螺合部 1 A とチュ

—プ4 の端部 4 C との間から漏れることがなく、万全にシールされる。

第 1 シール部 S 1 と第 2 シール部 S 2 と、又は、第 1 シール部 S 1 と第 3

シール部 S 3 とが機能 しておれば、管継手本体 1 の筒状螺合部 1 A とチュ一

プ4 の端部 4 C との間から流体が漏れることがなく、良好なシール状態が確

保される。そ して、第 1 〜第 3 シール部 S 1 〜 S 3 が全て機能 しておれば、

より万全なシール状態を確保することができる。

[0035] ところで、第 1 シール部 S 1 のうち、チューブ4 の先窄まりの圧接部 4 a

とインナ一リング本体 3 A の先窄まりの外周拡径面 3 a との圧接箇所、即ち

、先端圧接箇所については、次のように構成されている。

すなわち、図 1 に示すように、インナ一リング本体 3 A の先窄まりの外周

拡径面 3 a は、その全体を、インナ一リング本体 3 A の拡径部分 3 f におけ

る最大径部分 3 b の径方向寸法に （最大径部分 3 b のみの状態で）チューブ

4 の端部 4 C を拡径変形させた時に、そこに現れる （表れる）チューブ4 の

端部 4 C の内周部の自然な先窄まりの内周拡径面 4 u 〔この符号 4 u は図 6

( a ) に示す。〕よりも大径で、かつ、凸曲面に形成 して、この先窄まりの



外周拡径面 3 a をチューブ4 の端部 4 C の内周部に圧接するように構成 して

いる。

[0036] この自然な先窄まりの内周拡径面 4 u と、この先窄まりの内周拡径面 4 u

よりも大径で、かつ、凸曲面に形成 した先窄まりの外周拡径面 3 a について

、さらに図 6 ( a ) ， （b ) を参照 して説明する。

図 6 ( a ) に示 している裁頭円錐部 3 0 a 付きの円柱 3 0 は、その外径 D

を、インナ一リング本体 3 A の最大径部分 3 b と同径に形成 しているもので

ある。この円柱 3 0 を、拡径変形されていない内径 d で軸心X を持つチュー

プ4 の端部 4 C に裁頭円錐部 3 0 a から圧入 して、チューブ4 の端部 4 C を

拡径変形する。これによつて、チューブ4 の拡径部 4 にと、拡径変形されて

いないチュープ4 の径部分 4 M との間に自然な先窄まりの内周拡径面 4 u が

形成される。

一般的に、この自然な先窄まりの内周拡径面 4 u の形状や寸法は、チュー

プ4 の材料、厚み （肉厚） t 4 、拡径量 〔（D —d ) / 2 などの相違によ

つて異なってくるものであり、これらチューブ4 の材料、厚み t 4 、拡径量

のいずれかが相違すれば、その都度その特性 （形状や寸法）が変化する。

[0037] —方、この自然な先窄まりの内周拡径面 4 u に対 して、インナ一リング本

体 3 A の先窄まりの外周拡径面 3 a は、図 6 ( b ) に示すように、拡径部分

3 于を軸心 ？ （軸心X ) に沿う面で切った断面で見た場合の外郭線が、径外

側に向けて凸となる曲面、つまり凸曲面に形成されている。この凸曲面の表

面は、円球の表面である球面や、楕円球の表面である楕円球面などになる。

また、凸曲面の外径寸法、つまり先窄まりの外周拡径面 3 a の径寸法は、前

記自然な先窄まりの内周拡径面 4 u に比べて軸心 P方向の全てに亘つて大径

に形成されている。なお、図 6 ( b ) における t 3 は、最大径部分 3 b にお

けるインナ一リング3 の厚みを示す。

[0038] 前記先端圧接箇所の存在により、ィンナーリング3 の先窄まりの外周拡径

面 3 a の広い範囲にわたりチューブ4 の端部 4 C の内周部と接触することに

なり、先窄まりの外周拡径面 3 a とチューブ4 の内周部との間に先窄まりの



外周拡径面 3 a の全面に及ぶほどの幅広い圧接部を形成することができる。

これにより、インナ一リング3 がチューブ4 に対 して多少傾いて圧入され

ることがあっても、チューブ4 の端部 4 C とインナ一リング3 の先窄まりの

外周拡径面 3 a との間に形成された圧接部が途切れるこ とがなく周方向のほ

ぼ全体が確実に圧接され、この間に先窄まりの外周拡径面 3 a の先端側から

流体が浸み込むことを有効に防止可能になる、という効果も得 られる。

[0039] 実施形態 1 においては、ィンナ一リング本体 3 A の先窄まりの外周拡径面

3 a を球面状の凸曲面として比較的大きく凸となるようにしてあり、チュー

プ4 の自然な拡径変形部 4 Hの形状は樹脂が備える弾性により、一般に図 6

( b ) に示されるような形状 （チューブ内側から見て、凸曲面状に拡径する

形状）になるため、先窄まりの外周拡径面 3 a と先窄まりの圧接部 4 a との

圧接力が、インナ一リング3 の最大径部分 3 b に接するチューブ4 の端部 4

C の部位からチュープ内周に沿つて前記凸曲面の軸心 P方向に進み、拡径量

〔( D - d ) 2 〕の中間値に近付 くほど大きくなる設定となる。インナ一

リング本体 3 A の先窄まりの外周拡径面 3 a を構成する前記凸曲面は球面に

限定されるものではなく、懸垂曲面などのなめらかな凸曲面であればよい。

従って、自然な拡径変形部 4 Hが凹曲面状に拡径 したり直線状に拡径する

場合であっても、先窄まりの外周拡径面 3 a の軸心 P方向の寸法を増大させ

ることなく、先窄まりの外周拡径面 3 a と先窄まりの圧接部 4 a とを圧接状

態にすることができる。

[0040] 次に、第 1 シール部 S 1 におけるユニオンナット2 による押圧構造につい

て説明する。前述 したように、先窄まりの外周拡径面 3 a との間でチューブ

4 を挟み込んで押付けるユニオンナット2 の押圧部 1 2 b は、筒状螺合部 1

A の軸心 Y に関 して先窄まりの外周拡径面 3 a と互いに同じ方向に傾 く傾斜

内周面に形成されている。

さらに詳述すると、傾斜内周面 1 2 1 の軸心丫 （図 3 の軸心Q ) に対する

角度である押圧角 は、先窄まりの外周拡径面 3 a の軸心 Y (図 2 の軸心 P

) に対する角度である受圧角 よりも大 （θ > ) に設定されている。そ し



て、傾斜内周面 1 2 b の最小径 r は、先窄まりの外周拡径面 3 a とチューブ

4 との圧入嵌合部分 M の最小径 n と同等又はそれよ りも大 （r n ) に設定

されている。 よ り良好なシール性 を得 るには、傾斜内周面 1 2 b の最小径 r

と、圧入嵌合部分 M の最小径 n とが互いに同径であるのが望 ま しい。

[0041 ] 図 7 において、チューブ4 の端部 4 C と先窄まりの外周拡径面 3 a との圧

接箇所、即ちそれ ら両者 4 C ， 3 a が互いに密着する部分 を圧入嵌合部分 M

と定義 し、その圧入嵌合部分 M の最大径 となる箇所 をポイン トa 、最小径 と

なる箇所 をポイン トb 、そ して先窄まりの外周拡径面 3 a の最小径箇所 （変

形防止部 1 6 との境界点）をポイン トc とそれぞれ称呼する。受圧角 は、

ポイン トa とポイン トc とを結ぶ直線 L 3 と軸心 Y (図 2 の軸心 P ) とが為

す角度、即ち、外周拡径面 3 a の平均角度である。図示 しないが、ポイン ト

a とポイン トb と結ぶ直線 と軸心 Y (図 2 の軸心 P ) とが為す角度 よ りも押

圧角 は大である。

また、鍔部 1 2 の内周面 1 2 a の軸心 Y (図 3 の軸心 Q ) に関する径、即

ち傾斜内周面 1 2 b の最小径 r は、ボイン 卜b の軸心 Y (図 3 の軸心 Q ) に

関する径、即ち圧入嵌合部分 M の最小径 n と同等又はそれよ りも大 （r n

) に設定されている。

[0042] 先端圧接箇所 においては、ユニオ ンナ ッ ト2 の回 し込みによる締付 （螺進

) によ り、その傾斜内周面 1 2 b は、先窄まりの外周拡径面 3 a に圧接外嵌

されている部分である先窄まりの圧接部 4 a を軸心 Y 方向に押付 けるように

なる。 これは、広い面でもってチューブ4 を押す構成であるか ら、尖 った角

部 （特許文献 1 の図 1 ， 2 の 「押圧エ ッジ 3 C 」を参照）で押付 けていた従

来構造 に比べて、チューブ4 を押す部分の圧力 （面圧）を明確 に減少させ る

ことがで き、従 って、 ク リープ現象 を小 さ くすることがで きる。

要は、 シール性能やチューブ抜 けに対する安全性 を損な うことがな く、 し

かも強い締付 けを必要 と しないため、作業性が大幅 に向上 し、 また変形 を最

小 に （又は極力）抑 えることがで きることによ り製 品寿命 を延ばす ことが可

能 になる。



[0043] 実施形態 1 の管接続装置A によれば、前述 した先端圧接箇所の構成により

、インナ一リング3 の先窄まりの外周拡径面 3 a とチューブ4 の端部 4 C と

がユニオンナツ卜2 の締付以前において既に密着 しているので、ユニオンナ

ッ卜2 による押圧力を従来より小さくしても、第 1 シール部 S 1 において、

十分なシール性能及びチュ一プの抜止め性能とが得 られるので、押付けによ

るチューブ4 の端部 4 C の変形を小さく （最小限に）することができる。

[0044] 実施形態 1 の管接続装置A によれば、押圧角 は受圧角 よりも大に設定

されているので、先窄まりの圧接部 4 a における傾斜内周面 1 2 b で押され

る部分には、軸心 Y (軸心X ) 方向で管継手本体 1側と反対側に寄るほど圧

縮量が増すことで楔作用が生 じ、チューブ4 の抜け止め効果をより強化する

ことが可能になる。

即ち、チューブ4 に、これを管継手本体 1 から引き抜 く方向の引張リカが

作用すると、一緒に引張られるインナ一リング3 と傾斜内周面 1 2 b との間

でチューブ4 がより強 く挟み込まれるようになる。従って、チューブ4 には

、引張り方向においても楔作用が生 じるようになる。

そ して、傾斜内周面 1 2 b の最小径 r は、先窄まりの外周拡径面 3 a とチ

ュ一プ4 とが密着 している部分である圧入嵌合部分Mの最小径 n と同等又は

それよりも大に設定されているので、先窄まりの外周拡径面 3 a とチューブ

4 の端部 4 C とが密着 していない部分を押す無駄、即ち、余計な押圧力を加

えることがなく、効率良くユニオンナツ卜2 による締付けが行えるようにな

る。換言すれば、従来よりもユニオンナット2 を軽 く締付けることが可能に

なる。

[0045] この場合、 > 、かつ、 r η となる構成を採れば、ユニオンナット2

の螺進によって傾斜内周面 1 2 b がチューブ4 の端部 4 C を押す部分におい

て最も強 く押すのは、圧入嵌合部分Mにおける傾斜内周面 1 2 b の最小径箇

所に近い箇所、或いはその最小径箇所になるので、楔作用によるチューブ4

の抜け止め効果の強化と、ユニオンナツ卜2 の締付力が軽 くて済む効果とが

相乗されて強化される利点がある。



加えて、インナ一リング3 の基端側に形成されるシール要素部 y と、管継

手本体 1 に設けられるシール構成部 k との圧接による奥シール部、即ち、第

2 シ一ル部 S 2 や第 3 シ一ル部 S 3 を形成可能に構成されているので、それ

ら第 2 シール部 S 2 や第 3 シール部 S 3 と第 1 シール部 S 1 との協働により

、確実にシールすることができる。

なお、ユニオンナット2 の傾斜内周面 1 2 b は、前述の通りテ一パ面とし

て構成するほか、インナ一リング3 の先窄まりの外周拡径面 3 a を覆うチュ

—プ4 の端部 4 C における先窄まりの圧接部 4 a の外周面に沿って面接触す

る円弧面として構成 してもよい。

[0046] 〔実施形態 2 〕

実施形態 2 の管接続装置A は、図 5 に示すように、嵌合筒部 3 B部分の構

成のみが実施形態 1 の管接続装置A と相違 しているのみである。

すなわち、インナ一リング3 の嵌合筒部 3 B においては、外周面 3 e と、

内周部 3 w と、基端側に寄るほど径が大きくなる基拡がりの内周面 2 0 とが

形成されている。他方、管継手本体 1 においては、筒状螺合部 1 A の基端側

の径内側に、先端側ほど径小になるように傾斜 した外周面 1 8 を有する先窄

まりの小径筒部 1 a が形成されている。この先窄まりの小径筒部 1 a の外周

面 1 8 と筒状螺合部 1 A の内周面 9 との間には、嵌合筒部 3 B の基端部が嵌

入する先拡がりの環状溝 1 9 が形成されている。

そ して、前記小径筒部 1 a の先端部には、小径筒部 1 a の先端側が径内方

向 （内部流路 6 w 側）に変形 して突出し、これによつて流体が侵入 して滞留

するのを防止するため、先拡がりカツ卜状の変形防止部 2 1 が形成されてい

る。

[0047] この実施形態 2 による管接続装置A の場合は、ユニオンナット2 を管継手

本体 1 の筒状螺合部 1 A に螺進させることにより、ユニオンナツ卜2 の押圧

部 1 2 b がチュ一プ4 の端部 4 C の先端側外周面 （先窄まりの圧接部 4 a の

外周面）を軸心 Y 方向に押 し付ける。

しか して、ィンナ一リング3 の嵌合筒部 3 B の基端部が管継手本体 1 の環



状溝 1 9 に押 し込まれて、管継手本体 1 の先窄まり形状の外周面 1 8 (シ一

ル構成部 k の一例）とインナ一リング3 の基拡がりの内周面 2 0 (シール要

素部 y の一例）とが軸心 Y 方向で衝突することで圧接され、第 2 シール部 （

奥シール部の一例）S 2 が構成される。

この第 2 シール部 S 2 を完全に機能させるために、つまり嵌合筒部 3 B の

基端部が前記環状溝 1 9 の底面 （外周面 1 8 ) に当接 して、基拡がりの内周

面 2 0 が筒状螺合部 1 A の外周面 1 8 に非圧接の状態にならないように、嵌

合筒部 3 B の基端部の端面はカツ卜状の当接回避部 2 5 に形成されるのが好

ましい。

[0048] ところで、チューブ4 に管継手本体 1 から引き抜かれる方向の引張リカが

作用する場合、実施形態 2 における第 2 シール部 S 2 においては、基拡がり

の内周面 2 0 外周面 1 8 とが遠ざかることになつてシール機能が低下又は解

除されるおそれがある。これに対 して、突出円筒部 1 4 と環状溝mとの圧入

嵌合により成る実施形態 1 の第 2 シール部 S 2 では、チューブ4 の引き抜か

れ移動に連れて突出円筒部 1 4 が多少引き抜かれ移動 したとしても、環状溝

mと突出円筒部 1 4 との圧入嵌合状態が維持され、従ってシール機能が確保

される点で有利である。

[0049] 実施形態 2 の管接続装置A におけるインナ一リング3 を用いたチューブ4

と管継手本体 1 との接続は、第 2 シール部 S 2 (奥シール部）以外の構成に

ついて、図 3 ，4 に示す実施形態 1 の管接続装置A の構成のものと同様であ

るため、図 5 においても図 1 に示す符号を付けることによって、その説明を

省略する。

[0050] 〔別実施例〕

管接続装置A としてのシール対象である流体移送用のチューブ4 とは、他

の管継手本体ゃポンプ、バルプ等の流体機器から突設されるチュープ状部分

(筒状螺合部 1 A ) も含むものとする。本発明の管接続装置A においては、

管継手本体 1 に代えて流体機器 1 を構成要素としたものでも良い。即ち、筒

状螺合部 1 A がケースに一体的に形成されたポンプやバルブであり、それら



ポ ンプゃバル プな どを総称 して流体機器 1 と定義する。

図 1 ， 3 ， 5 に示す押圧部 1 2 b は斜度一定の （直線状の）傾斜面である

が、先窄まりの外周拡径面 3 a と同様 に湾曲 した凹曲面や、その反対方向に

僅かに湾曲する凸曲面でも良い。曲面の場合 には、その軸心 Q に関する平均

角度が押圧角 である。

符号の説明

1 管継手本体 （流体機器）

1 A 筒状螺合部

2 ユニオ ンナ ツ 卜

3 インナ一 リング

3 G 外周部

3 a 先窄まりの外周拡径面

w 内周部

4 チ ュー ブ

4 C 端部

4 u 自然な先窄まりの内周拡径面

7 雄 ネジ

1 b 押圧部 （傾斜内周面）

1 3 雌 ネジ

M 圧入嵌合部分

S 2 , S 3 奥 シ ール 部

Y 車由心

k シ ール 構成部

n 圧入嵌合部分の最小径

r 押圧部の最小径

y シ ール 要素部

Θ 傾斜内周面の軸心 に対する角度

a 外周拡径面の軸心 に対する角度



請求の範囲

先端か ら流体移送用チューブの端部 内に圧入させてそのチュープの

端部の内周部 を拡径 させ る先窄まりの外周拡径面が先端 に形成 された

外周部 と、流体移送用流路 を構成する内周部 とを有するインナー リン

グと、

外周側 に雄 ネジが形成 された筒状螺合部 を有する管継手本体又は流

体機器 と、

前記筒状螺合部の雄 ネジに螺合する雌 ネジが形成 されたユニオ ンナ

ッ 卜とを備 え、

前記ィンナ一 リングは、前記チューブの端部の内周部 を拡径 させた

状態で前記筒状螺合部 内に挿入され、かつ、前記外周拡径面は、前記

筒状螺合部の雄 ネジに螺合 されるユニオ ンナ ツ 卜に前記チュ一プを挟

んだ状態で押 し付 け られる管接続装置であ って、

前記ユニオ ンナ ッ トにおける前記外周拡径面 との間で前記チュープ

を押付 ける押圧部 は、前記筒状螺合部の軸心 に関 して前記外周拡径面

と互いに同 じ方向に傾 く傾斜内周面 に形成 されている管接続装置。

前記外周拡径面は、前記拡径 させ るチュ一プの端部の内周部の うち

最大に拡径 される部分 を最大に拡径するのみの状態 と して、その時に

現れるチューブの端部の内周部の 自然な先窄まりの内周拡径面 よ りも

大径で、かつ、凸曲面 となる状態 に形成 されている請求項 1 に記載の

管接続装置。

前記傾斜内周面の前記軸心 に対する角度 は、前記外周拡径面の前記

軸心 に対する角度 よ りも大に設定されている請求項 1 に記載の管接続

装置。

前記押圧部の最小径 は、前記外周拡径面 と前記チュ一プとの圧入嵌

合部分の最小径 と同等又はそれよ りも大に設定されている請求項 1 に

記載の管接続装置。

前記インナ一 リングの基端側 に形成 されるシール要素部 と、前記管



継手本体又は流体機器 に設 け られるシール構成部 との圧接 による奥 シ

ール部が形成可能 に構成 されている請求項 1 に記載の管接続装置。
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